
練馬区 福祉部

指導検査担当課 障害福祉サービス検査係
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説明内容

１ 集団指導の受講方法

２ 集団指導の目的

３ 令和３年度指定基準等の改正に伴う

主な改正点

４ 運営に関する基準（共通編）

～実地指導で見受けられる事例～
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集団指導の受講方法

◎練馬区ホームページより、資料をダウンロード

◎共通編・サービスカテゴリー編・請求編の３つの
動画を視聴し受講する。【３つで１セット】

◎受講確認書兼質問票により、受講報告をする。
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障害福祉サービス事業者等に対し、運営等の
基準や給付の請求等に関する情報を提供するこ
とにより、業務の理解を深めるとともに、更な
るサービスの質の向上を目指すことを目的とし
ています。
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①虐待防止のための措置

②身体拘束等適正化のための措置

（就労定着支援・自立生活援助・相談支援を除く）

③感染症の予防およびまん延の防止のための措置

④業務継続計画（BCP）の策定【自然災害編・感染症編】

改正点１ 委員会の設置および研修・訓練
の実施について
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定期的な開催

虐待防止・身体拘束等適正化：年１回以上

感染症のまん延等防止：概ね６月に１回（訪問系）

概ね３月に１回（通所系等）

委員会結果について、従業者への周知徹底

構成員の責任および役割分担の明確化

担当者の選任

委員会の設置について（①~③が該当）

※ 資料【国の解釈通知（抜粋）、都通知（虐待防止・事故防止）】参照
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定期的な実施

虐待防止・身体拘束等適正化・業務継続計画

⇒年１回以上

感染症のまん延等防止

⇒年１回以上（訪問系）／年２回以上（通所系等）

新規採用時の研修実施【都通知参照】

実施した際は、研修記録を残す【実施内容、参加者等】

研修・訓練の実施について（①~④が該当）
（シミュレーション）

※ 資料【国の解釈通知（抜粋）、都通知（虐待防止・事故防止）】参照
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「虐待防止」および「身体拘束等適正化」は、委
員会の一体的な設置・運営が可能

「身体拘束等適正化研修」を、「虐待防止研修」
と一体的に実施することが可能

「感染症に係る業務継続計画の研修・訓練」を、
「感染症まん延等防止の研修・訓練」と一体的に
実施することが可能

一体的に実施することが認められるもの

規程や記録等で位置づけを明確に！！
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虐待防止および身体拘束等の適正化に係る基準

経過措置１年

令和４年４月１日より義務化

※身体拘束等の適正化については、基準を満たさない場合、

基本報酬の減算となります。（令和5年4月より）

感染症まん延等防止および業務継続計画に係る基準

経過措置３年

令和６年４月１日より義務化

経過措置
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改正点２ 職場におけるハラスメントを
防止するための必要な措置

方針等の明確化およびその周知・啓発

●ハラスメントの内容の明確化

●ハラスメント行為禁止についての方針の明確化

●その旨を従業者へ周知・啓発

適切に対応するための必要な体制整備

●相談担当者の定め

●相談窓口の設置

●その旨を従業者へ周知
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必要な内容

セクシャルハラスメント、パワーハラスメント

（妊娠・出産・育児休業等に関するハラスメント）

ハラスメント行為禁止の方針

就業規則、ハラスメント規程等

モデル就業規則【令和３年４月版 厚労省労働基準局】

ハラスメントの明確化

※ 資料【モデル就業規則（抜粋）】参照
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改正点３ 掲示が必要な事項
および掲示方法について

新たに示された掲示が必要な事項

●その他の利用申込み者のサービスの選択に資すると

認められる重要事項の内容

掲示方法について

●ファイリング等による備え付け

●いつでも自由に閲覧できる形での設置
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新たに示された掲示が必要な事項

その他の利用申込み者のサービスの選択に資すると

認められる重要事項の内容

●事故発生時の対応

●苦情処理の体制

●第三者評価の実施状況（相談支援系サービスを除く。）

運営規程の概要、従業者の勤務の体制、協力医療機関、

相談支援の実施状況、指定通知書の写し 等も忘れずに！！

その他必要事項
※ 資料【各サービスの必要掲示物について】参照

（実施の有無、実施した直近の年月日、実施した評価機関の名称、評価結果の開示状況）



厚生労働省ホームページ（令和３年度改正関係）
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指摘事例１ 内容および手続の説明および同意

指摘事例２ 契約支給量の報告等

指摘事例３ 勤務体制の確保等

指摘事例４ 秘密保持等

指摘事例５ 会計の区分

指摘事例６ 虐待防止のための措置
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指摘事例１ 重要事項の説明、利用契約等①

【主な指摘事項】

× 重要事項説明書・契約書に必要な項目が記載されていない。

重要事項説明書に記載が必要な主な内容

運営規程の概要、従業者の勤務体制、事故発生時の対応、苦情処
理の体制 第三者評価の実施状況 等

虐待防止のための措置や虐待防止責任者も記載してください。

契約書

当該事業の経営者の名称・主たる事務所の所在地、サービスの内
容、利用者が支払うべき額に関する事項(トラブルを回避するため
詳細に記載）、提供開始年月日、苦情を受け付ける窓口 等

契約時の注意

契約は、利用者と事業者の代表者（法人の代表者またはその委任
を受けた者）との間で行ってください。

①交付 ②説明 ③同意
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指摘事例１ 重要事項の説明、利用契約等②

【主な指摘事項】

× 重要事項説明書に、利用申込者の支給決定区市町村の苦情窓口を記載

していない。（他区の利用申込者に練馬区の苦情窓口を記載してる等）

× 窓口の受付時間が誤っている。

 苦情処理の体制に関する記載事項として、苦情を受け付けるための
相談窓口を３項目記載してください。

① 事業所の窓口

② 利用申込者の支給決定区市町村の窓口

練馬区保健福祉サービス苦情調整委員事務局

【電話 ３９９３－１３４４】

③ 東京都福祉サービス運営適正化委員会の窓口

【電話 ５２８３－７０２０】

利用申込者が
支給決定を受
ける区市町村
の窓口を記載
してください。

重要事項説明書には
苦情処理の体制の記載が必要です

受付時間

旧：8:30~17:15
⇃

新：8:30~17:00
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第三者評価の実施状況について

記載が必要な内容として、第三者評価の実施の有無、
実施した直近の年月日、評価機関の名称、評価結果
の開示状況が必要です。

インターネットで公開している場合等は、その旨を
ご記載ください。

※相談支援系サービスを除く。
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利用契約書等に「双方で署名押印し、一部ずつ保有します。」と記載して
いるが、署名欄は記名(あらかじめ印字)となっていることはありませんか？

◆「記名」とは…自署以外の方法で氏名を記すこと。

◆「署名」とは…自分で自分の氏名を書類などに書き記すこと。

「記名」と「署名」の違いは、自署か自署でないかということです。

この機会に確認してみてください



【主な指摘事項】

× 受給者証に必要な記載事項を記載していない。

× 記載後、受給者証の写しを保管していない。
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指摘事例２ 契約支給量の報告等

サービス提供に係る契約が成立した時は、支給決定内
容を確認し、受給者証に必要事項を記載してください。

支給決定期間等が記載されているものだけでなく、必
要事項を記載したものについても、写しを保管してく
ださい。
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24受給者証
（支給決定期間等の記載あり）

受給者証別冊子（ブック）
（事業者が必要事項を記載）



自立支援給付
障害児通所給付

氏名

練 馬 区
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※ 資料【受給者証別冊子の事業者記載事項】参照



指摘事例３ 勤務体制の確保等

【主な指摘事項】

× 雇用契約書が作成されておらず、従業者が事業所の

管理者の指揮命令下にあるか明確ではない。

× 研修実施に係る記録が不十分である。

従業者との雇用トラブルを避けるためにも、従事する労働
条件等を正確に記載した雇用契約書を作成してください。

研修実施後、次回以降の研修に生かせるよう、研修の実施
記録や資料等を保管してください。記録には、実施日時、
場所、参加者、研修内容等を記載してください。

（実施に際して、年度当初に計画・数回に分ける等の工夫 等）
26

代表者等であっても
事業所の従業者として
勤務している場合は、
その旨の雇用契約等を
交わしてください。
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非常災害対策に関する計画は３つあります。

①消防計画

②風水害、地震等の災害に対処するための計画

③避難確保計画

→平成29年、水防法等の一部を改正する法律（平成29年法律第31号）が施行さ
れ、洪水浸水想定区域内または土砂災害警戒区域内の要配慮者利用施設の
管理者等は、避難確保計画の作成、避難訓練の実施が義務づけられました。

【注意！！】各事業所の消防計画等を、もう一度ご確認ください

→「消防計画に定めている点検や避難訓練を実施していない」または
「規定に沿った実施となっていない」事業所が多く見られます。定めた
計画に沿って、点検や訓練を実施し、記録を残してください。



家具類の転倒による被害

東京消防庁「家具類の転倒・落下・移動防止対策ハンドブック」（平成27年度版） 28



いつくるか分からない地震に備えて、自分の身を守るだけでなく、家族や大切な人を守るためにも、
家具固定などの家具転倒対策（家具類の転倒・落下・移動防止対策）を行いましょう！！

【東京消防庁ホームページより抜粋】

参考：家具類の転倒による被害
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【主な指摘事項】

× 従業者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た

利用者またはその家族の秘密を漏らすことがないよう、

秘密保持について必要な措置を講じていない。

指摘事例４ 秘密保持等①

雇用契約書等に従業者および管理者の秘密保持を明
記する、または誓約書の提出を求める等、個人情報
を安全に管理する措置を講じてください。

秘密保持は退職後も義務付けられます。
30



【主な指摘事項】

× 他の障害福祉サービス事業者等に対して、利用者

またはその家族に関する情報を提供する場合に、

あらかじめ文書により同意を得ていない。

指摘事例４ 秘密保持等②

事業者が利用者や家族の個人情報を、他の障害福祉
サービス事業者等と共有するためには、あらかじめ
文書により利用者、家族代表者から、同意を得てお
くことが必要です。
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個人情報使用同意書
私が、貴事業所の指定障害福祉サービス（ ）を利用するにあたり、私およびその家族の個人情報については、次

に記載するところにより必要最小限の範囲内で使用することに同意します。

１ 使用する目的
事業者が、障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に関する法令に基づき、私に行うサービスを円

滑に実施するため、サービス担当者会議または私が利用する他のサービス事業者等と情報の共有が必要な場合に使用する。

２ 使用にあたっての条件
（1）個人情報の提供は、上記１に記載する目的の範囲内で必要最小限にとどめ、情報提供の際には関係者以外には決して漏

れることのないよう最新の注意を払うこと。
（２）事業者は、私およびその家族の個人情報を使用した会議の内容、参加者、経過等について、記録しておくこと。

３ 個人情報の内容（例）
（1）氏名、住所、健康状態、病歴、家族状況等事業所が、サービスを提供するために最小限必要な利用者やその家族個人に
関する情報
（２）その他利用者およびその家族に関する情報であって、特定の個人が識別され、または識別されうる情報

平成 年 月 日
法人名
代表者名（ 様）

【利 用 者】住所
氏名

【代 理 人】住所
氏名

【家族代表者】住所
氏名

参考：個人情報使用同意書
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編集可能な
参考様式
データは、
東京都障害
者サービス
情報の書式
ライブラリ
ーにあり。

※ 資料【東京都参考様式】参照



指摘事例５ 会計の区分

【主な指摘事項】

× 当該事業とその他の事業の会計が区分されていない。

事業所ごとに、経理を区分するとともに、サービス種別ごと
に会計を区分することが必要です。

※居宅介護・重度訪問介護、児童発達支援・放課後等デイ

サービス、計画相談支援・障害児相談支援等、一つの事業

所でいくつかのサービスを実施している場合は、それぞれ

のサービス（事業）ごとに会計を区分してください。

共通して必要となる事務的経費等の共通経費については、人
員割合、面積割合、時間割合等の合理的な按分方法により、
適切に収支を区分してください。 33



会計の区分のイメージ

それぞれ区分が必要

（株）練馬障害福祉社

ねりしょう豊玉
居宅介護営業所

ねりしょう関町
作業所

それぞれ区分が必要

事業拠点
（事業所）

サービス
（事業）

① 経理を、事業所ごとに区分すること。
② 会計を、当該事業と、それ以外の事業
とに区分すること。
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ねりしょう大泉
相談支援事業所

就労移行支援サービス

就労継続支援B型サービス

居宅介護サービス

重度訪問介護サービス

計画相談支援サービス

障害児相談支援サービス

※ 資料【会計の区分について】参照



運営規程への定めと従業者への周知

虐待防止責任者の設置

（責任の明確化・支援方針の明示 等）

虐待防止委員会等の設置

（複数での協議・研修計画の検討・チェックリスト分析 等）
35

指摘事例６ 虐待防止のための措置①

【主な指摘事項】

× 虐待防止責任者を定めていない。

× 虐待防止委員会等の体制を整備していない。

虐待防止のための体制整備が必要です

※ 資料【虐待防止委員会設置規程（ひな形】参照



虐待防止マニュアルの整備

（虐待の5類型、区市町村への通報義務、虐待通報先）

虐待防止啓発掲示物および

通報先の掲示物の作成と掲示 等

36

【主な指摘事項】

× 虐待防止マニュアルを作成していない。

× 虐待防止掲示物等を作成していない。

虐待防止のための環境整備が必要です

指摘事例６ 虐待防止のための措置②

利用者の支給決定を行う自治体が窓口
通報先
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障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き
（平成３０年６月 厚生労働省）【P34 参考資料】

障害のある方を虐待から守りましょう（練馬区啓発冊子）
【P３】区公式HP→保健福祉→障害のある方→相談

参考：虐待防止啓発掲示物の例

※ 資料【虐待防止掲示物の参考例】参照
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障害者福祉施設等における障害者虐待の防止と対応の手引き
（平成３０年６月 厚生労働省）【P35 参考資料】

障害のある方を虐待から守りましょう（練馬区啓発冊子）
【裏表紙】区公式HP→保健福祉→障害のある方→相談

東京都障害者サービス情報の書式ライブラリーに都内
自治体の窓口一覧もありますのでご活用ください。

書式ライブラリー→Ｂ権利擁護→虐待防止関連→通報届出窓口一覧

参考：虐待通報先掲示物の例 ※【資料１-別紙３】参照

※ 資料【虐待防止掲示物の参考例】参照



 全従業者を対象に、年１回以上研修を実施してください。研修の内容や
参加者、参加できない職員への対応等について、記録を残してください。

 研修の機会等を利用し、全従業者が虐待防止チェックリストを実施して
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【障害者虐待の類型】

（１）養護者による障害者虐待（現に障害者を養護する家族、親族、同居人等）

（２）障害者福祉施設従事者等による障害者虐待（障害者福祉施設、障害福祉サービス事業者等の従事者）

（３）使用者による障害者虐待（障害者を雇用する事業者、事業の経営担当者等）

（４）その他（養護者でない親族、医療機関等）

（５）虐待の5類型（身体的、性的、心理的、放棄・放置、経済的）
40

【練馬区】

平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

通報・届出の件数 ２２件 ２７件 ４７件 ３９件

虐待の
類型別
（内訳）

養護者 １１件 ９件 １７件 ９件

障害者福祉
施設従事者等

８件 １２件 １６件 １７件

使用者 ２件 １件 ３件 ５件

その他 １件 ５件 １１件 ８件

※ 全てを虐待と認定しているものではありません。

参考：練馬区の障害者虐待に関する通報・届出の件数

【虐待防止法では、虐待と疑われる事案があった場合、区市町村への通報義務あり】
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共通編は、以上です。

各カテゴリーの動画へ

お進みください


